
付 議 第 13 号

高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例議案に係る意見聴取に関する議案

令和７年２月高知県議会定例会提出予定の別紙議案に係る地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条の規定に基づく高

知県知事からの意見聴取に対し、適当であると認めることについて、議決を求

めます。

高知県教育委員会事務委任等規則（平成 4年教育委員会規則第１号）

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

（５）教育予算その他議会の議決を経るべき事件の議案について意見を述べること。
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第 号

高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改

正する条例議案

高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する

条例を次のように定める。

令和７年２月 日提出

高知県知事 濵田 省司

高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改

正する条例

（高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年高

知県条例第１号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の

一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第16号」を「地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働

省関係省令の整備に関する省令（令和６年厚生労働省令第164号」に、「第13条」を

「第17条」に改め、同条第２項中「第９条の」を「第６条の」に改め、同条第３項中

「第12条」を「第11条」に改める。

（高知県指定居宅サービス等の事業等の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準等

を定める条例の一部改正）

第２条 高知県指定居宅サービス等の事業等の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準等を定める条例（令和３年高知県条例第２号）の一部を次のように改正する。

第２条第３号中「平成18年厚生労働省令第35号」を「平成18年厚生労働省令第35号。

以下「指定介護予防サービス等基準省令」という。」に改める。

第３条第３号中「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（次条第２

項において「指定介護予防サービス等基準省令」という。）」を「指定介護予防サービ

ス等基準省令」に改める。

第４条第１項中「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の



2

一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第16号。以下この条において「令和６年改

正省令」という。）第２条」を「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関す

る省令（令和６年厚生労働省令第164号。以下この条において「令和６年省令第164号」

という。）第９条」に改め、同条第２項中「令和６年改正省令第６条」を「令和６年省

令第164号第14条」に改め、同条第３項中「令和６年改正省令」を「令和６年省令第164

号」に改め、同条第４項中「令和６年改正省令」を「指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第16

号。次項において「令和６年省令第16号」という。）」に改め、同条第５項中「令和６

年改正省令」を「令和６年省令第16号」に改める。

（高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第３条 高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年高知県条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第１項中「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第５号。次項において「令

和６年内閣府令第５号」という。）第１条」を「児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第109号。以下この条において

「令和６年改正府令」という。）第２条」に改め、同条第２項中「令和６年内閣府令第

５号」を「令和６年改正府令」に改め、同条第３項中「児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する内閣府

令（令和６年内閣府令第18号）」を「令和６年改正府令」に改める。

（高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部改正）

第４条 高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（令和３年高知県条例第４号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する命令（令和６年 令第３号」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正する命令（令和６年

令第20号」に、「第２条」を「第１条」に改め、同条第２項中「障害者の日
内 閣 府

厚生労働省

内 閣 府

厚生労働省
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常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人

員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第17

号」を「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（令和６年厚生労

働省令第164号」に、「第２条の」を「第15条の」に改め、同条第３項中「第４条」を

「第２条」に改め、同条第４項中「令和５年改正省令」を「こども家庭庁設置法等の施

行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（令和５年厚生労働省令第48号。次

項において「令和５年改正省令」という。）」に改め、同条第６項中「第３条」を「第

16条」に改める。

（高知県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第５条 高知県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年高知県条例

第24号）の一部を次のように改正する。

第３条中「救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する

基準及び厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に

おける情報通信の技術の利用に関する省令の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省

令第118号）第１条」を「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令

（令和６年厚生労働省令第164号）第５条」に改める。

（高知県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第６条 高知県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和６年高

知県条例第３号）の一部を次のように改正する。

第３条中「基準の」を「基準（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関す

る省令（令和６年厚生労働省令第164号）第18条の規定による改正後のもの（当該改正

に係る経過措置に関するものを含む。）をいう。）の」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例の一部改正）

２ 高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例（令和６年高知県条例第21号）を次のように改正する。

第２条のうち高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例第４条第１項の改正規定中「「第２条」」を「「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人
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員、設備及び運営に関する基準及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正す

る命令（令和６年 令第20号」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する命令（令和６年 令第３号」に、「第１条」」に

改め、同条第３項の改正規定中「第４条」を「第２条」に改める。

内 閣 府

厚生労働省

内 閣 府

厚生労働省



5

参考資料１
高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例議案説明

この条例は、その例によることとしている児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和23年厚生省令第63号）、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）、児童福祉法に基づく指定障害児入

所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備

及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第174号）、救護施設、更生施設、授産施

設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第18号）、養護老人

ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）、指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）、指定介護老人福祉

施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）、特別養護老人ホー

ムの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）、指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平成18年

厚生労働省令第177号）、軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成20年厚生労

働省令第107号）及び女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準（令和５年厚生労働

省令第36号）の一部改正により、栄養士免許を有しない管理栄養士を配置した場合につい

ても職員の配置の基準を満たすこととされること等を考慮し、児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第109号）、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業

等の人員、設備及び運営に関する基準及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正

する命令（令和６年 令第20号）及び地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整

備に関する省令（令和６年厚生労働省令第164号）の引用規定の整理をしようとするもの

である。

内 閣 府

厚生労働省
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参考資料２
新 旧 対 照 表

新

高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（抜粋）

旧

高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（抜粋）

（趣旨等） （趣旨等）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）第21条の５の４第１項第２号、第21条の５の15

第３項第１号（法第21条の５の16第４項及び第21条の５の20第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）、第21条の５の17

第１項各号並びに第21条の５の19第１項及び第２項、法第24条の

９第３項（法第24条の10第４項及び第24条の13第２項において読

み替えて準用する場合を含む。）において読み替えて準用する法

第21条の５の15第３項第１号並びに法第24条の12第１項及び第２

項並びに法第45条第１項の規定により、指定障害児通所支援事業

者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定めるものとする。

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下

「法」という。）第21条の５の４第１項第２号、第21条の５の15

第３項第１号（法第21条の５の16第４項及び第21条の５の20第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）、第21条の５の17

第１項各号並びに第21条の５の19第１項及び第２項、法第24条の

９第３項（法第24条の10第４項及び第24条の13第２項において読

み替えて準用する場合を含む。）において読み替えて準用する法

第21条の５の15第３項第１号並びに法第24条の12第１項及び第２

項並びに法第45条第１項の規定により、指定障害児通所支援事業

者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定めるものとする。

第２条 この条例においては、次に掲げる基準を定めるものとす

る。

第２条 この条例においては、次に掲げる基準を定めるものとす

る。

(１) 指定通所支援（法第21条の５の３第１項に規定する指定障

害児通所支援事業者等が行う法第６条の２の２第１項に規定す

る障害児通所支援をいう。）及び法第21条の５の４第１項第２

号に規定する基準該当通所支援の事業に係る人員、設備及び運

(１) 指定通所支援（法第21条の５の３第１項に規定する指定障

害児通所支援事業者等が行う法第６条の２の２第１項に規定す

る障害児通所支援をいう。）及び法第21条の５の４第１項第２

号に規定する基準該当通所支援の事業に係る人員、設備及び運
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参考資料２
営に関する基準 営に関する基準

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

(４) 法第24条の２第１項に規定する指定障害児入所施設等の人

員、設備及び運営に関する基準

(４) 法第24条の２第１項に規定する指定障害児入所施設等の人

員、設備及び運営に関する基準

(５) 法第７条第１項に規定する児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準

(５) 法第７条第１項に規定する児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準

（定義） （定義）

第３条 この条例において使用する用語の意義は、この条例で定め

るものを除くほか、次に掲げる法令において使用する用語の例に

よる。

第３条 この条例において使用する用語の意義は、この条例で定め

るものを除くほか、次に掲げる法令において使用する用語の例に

よる。

(１) 前条第１号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号。次条第１項にお

いて「指定通所支援等基準省令」という。）

(１) 前条第１号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号。次条第１項にお

いて「指定通所支援等基準省令」という。）

(２) 略 (２) 略

(３) 前条第４号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号。次条第２項にお

いて「指定障害児入所施設等基準省令」という。）

(３) 前条第４号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号。次条第２項にお

いて「指定障害児入所施設等基準省令」という。）

(４) 前条第５号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第

63号。次条第３項において「児童福祉施設基準省令」とい

う。）

(４) 前条第５号に掲げる基準に係るものにあっては、法及び児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第

63号。次条第３項において「児童福祉施設基準省令」とい

う。）

（指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の （指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の
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人員、設備及び運営に関する基準） 人員、設備及び運営に関する基準）

第４条 法第21条の５の４第１項第２号、第21条の５の17第１項各

号並びに第21条の５の19第１項及び第２項の条例で定める指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準は、この条例

で定めるものを除くほか、指定通所支援等基準省令（指定通所支

援等基準省令第40条（同条の規定を準用する部分を含む。）を除

く。）で定める基準（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第109号。以下

この条において「令和６年改正府令」という。）第２条の規定に

よる改正後のもの（当該改正に係る経過措置に関するものを含

む。）をいう。）の例による。

第４条 法第21条の５の４第１項第２号、第21条の５の17第１項各

号並びに第21条の５の19第１項及び第２項の条例で定める指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準は、この条例

で定めるものを除くほか、指定通所支援等基準省令（指定通所支

援等基準省令第40条（同条の規定を準用する部分を含む。）を除

く。）で定める基準（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令

（令和６年内閣府令第５号。次項において「令和６年内閣府令第

５号」という。）第１条の規定による改正後のもの（当該改正に

係る経過措置に関するものを含む。）をいう。）の例による。

２ 法第24条の12第１項及び第２項の条例で定める指定障害児入所

施設等の人員、設備及び運営に関する基準は、この条例で定める

ものを除くほか、指定障害児入所施設等基準省令（指定障害児入

所施設等基準省令第37条（同条の規定を準用する部分を含む。）

を除く。）で定める基準（令和６年改正府令第３条の規定による

改正後のもの（当該改正に係る経過措置に関するものを含む。）

をいう。）の例による。

２ 法第24条の12第１項及び第２項の条例で定める指定障害児入所

施設等の人員、設備及び運営に関する基準は、この条例で定める

ものを除くほか、指定障害児入所施設等基準省令（指定障害児入

所施設等基準省令第37条（同条の規定を準用する部分を含む。）

を除く。）で定める基準（令和６年内閣府令第５号第３条の規定

による改正後のもの（当該改正に係る経過措置に関するものを含

む。）をいう。）の例による。

３ 法第45条第１項の条例で定める児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準は、この条例で定めるものを除くほか、児童福祉施設

基準省令（児童福祉施設基準省令第６条及び第６条の２を除

く。）で定める基準（令和６年改正府令第１条の規定による改正

後のもの（当該改正に係る経過措置に関するものを含む。）をい

う。）の例による。

３ 法第45条第１項の条例で定める児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準は、この条例で定めるものを除くほか、児童福祉施設

基準省令（児童福祉施設基準省令第６条及び第６条の２を除

く。）で定める基準（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正

する内閣府令（令和６年内閣府令第18号）第１条の規定による改
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正後のもの（当該改正に係る経過措置に関するものを含む。）を

いう。）の例による。



高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例

県の基準条例が規定している設備、運営等の基準について参照している国の基準省令が一部改正されたことを考慮し、改正するもの

１　参考（基準省令を踏まえて制定している基準条例の構造）

概 要

施設等の設備及び運営に関する基準は、
この条例で定めるものを除くほか基準省令で定める基準（令和○年改正省令（第○条の規定）による改正後のものをいう。）の例による。

【独自基準】
「県内産農林水産物等の使用」、「入所者等の秘密保持等」等の独自
基準を定めている。

今回「独自基準」に改正なし

【基準省令を参照する基準】
施設の設備及び運営等に係る主な基準は、基準省令において示されている。
そのため、基準省令に改正があった場合は、「改正後の基準省令」の定める例によることとするための条例改正を行う。

４　施行期日 　令和７年４月１日

２　省令改正等の概要

栄養士法の改正により管理栄養士養成施設を卒業した者が管理栄養士国家試験を受ける場
合は栄養士の免許を受けることが不要となったことを踏まえ、栄養士免許を持たない管理栄養
士を配置した場合についても、省令の職員配置基準を満たすこととする等の改正が行われた。

栄養士免許

改正前 改正後

栄養士 有 有

管理栄養士 有
有

無

栄養士免許を持たない
管理栄養士についても
職員配置基準等を満た
すよう改正

３　条例改正の概要

改正例

高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例（抜粋）

新 旧

第３条　社会福祉法第65条第１項の条例で定める軽費老人ホームの設備及び運営に関する
基準は、この条例で定めるものを除くほか、軽費老人ホーム基準省令（軽費老人ホーム基準
省令第４章を除く。）で定める基準（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を
図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する
省令（令和６年厚生労働省令第164号。以下この条において「令和６年改正省令」とい
う。）第17条の規定による改正後のもの・・・の例による。

第３条　社会福祉法第65条第１項の条例で定める軽費老人ホームの設備及び運営に関する
基準は、この条例で定めるものを除くほか、軽費老人ホーム基準省令（軽費老人ホーム基準
省令第４章を除く。）で定める基準（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に
関する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第16号。以下この条におい
て「令和６年改正省令」という。）第13条の規定による改正後のもの・・・の例による。

対象
条例

・高知県軽費老人ホーム等の設備及び運営に関する基準を定める条例
・高知県指定居宅サービス等の事業等の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準等を定める条例
・高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

・高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
・高知県保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例
・高知県女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 　 　計　６本

新基準（例）
・栄養士又は管理栄養士を置かなければならない。

旧基準（例）
・栄養士を置かなければならない。
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